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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

バ ックライ ト装置 1 2 は、底板 と、底板 の端縁 か ら底板 の表面側 に立 ち上が る側板 と、 を有 し、底板の
—方の面側 が出光部 とされ た シャー シと、底板の表面上 に配 され た しE D 板 と、 L E D 甲
側 に向 け られ た板面上 に出光部側 を光 出射側 と して配 され た L E D 2 4 と、複 数の L E D の光 出き， き
覆 うと共 に、 L E D 2 4 か らの光 を拡散 す る複 数の拡散 レンズ 2 7 と、底板の表面上及び L £ 基板と
に敷設 され 、 L E D 2 4 と重 畳す る部位 に L E D 2 4 が揷 通 され る光源 揷通 孔が設 け られ た第 1 反射
シー ト2 9 と、側板の立 ち上が る側 に凸状 に配 され 、その端縁 が第 1 反射 シ一 ト2 9 と複 数の拡散 レン
ズ 2 7 との 間に収容 され て拡散 レンズ 1 7 と当接す る とともに第 1 反射 シー ト2 9 と当接す る ことで、
第 1 反射 シー ト2 9 上で保持 され た第 2 反射 シー ト3 0 とを備 える。



明 細 書

発明の名称 ：照明装置、表示装置、及びテレビ受信装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、照明装置、表示装置、及びテレビ受信装置に関する。

背景技術

[0002] 近年、テレビ受信装置をはじめとする画像表示装置の表示素子は、従来の

ブラウン管から液晶パネルやプラズマディスプレイパネルなどの薄型表示素

子を適用した薄型表示装置に移行 しつつあり、画像表示装置の薄型化を可能

としている。液晶表示装置は、これに用いる液晶パネルが自発光 しないため

、別途に照明装置としてバックライ ト装置を必要としている。このようなバ

ックライ 卜装置の一例として、液晶パネルに対 してその背面から光を直接供

給する直下型のバックライ 卜装置が知られている。

[0003] 直下型のバックライ ト装置において、光源から出射されて表示面とは反対

側に向かった光を表示面側へ反射させるための反射シ一 卜が、光源基板上及

び筐体としてのシャーシの底板上に敷設された構成が知られている。このよ

うな構成のバックライ 卜装置では、光源に発生する熱によって光源近傍の反

射シ一 卜が橈み、光源近傍において反射シ一 卜に浮きが発生することがある

。光源近傍の反射シ一 卜に浮きが発生すると、光源から出射されて表示面へ

と向かう光の一部が浮き上がった反射シ一 卜によって遮られ、表示面におい

て輝度ムラが発生することがある。このような反射シ一 卜の浮きに起因した

表示面における輝度ムラを抑制できる直下型のバックライ 卜装置が、例えば

特許文献 1 に開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 - 3 4 9 5 6 号公報

[0005] (発明が解決 しょうとする課題）

しかしながら、上記 した特許文献 1 のバックライ ト装置では、光源基板及



びシャーシの底板に複数の固定具を固定し、これらの固定具によつて反射シ

- 卜の一部を支持することで反射シ一卜の浮きを抑制するようにしている。

このため、バックライ卜装置の製造工程において多くの固定具が必要となり

、これらの固定具を配するための手間がかかるという問題があった。さらに

、固定具の先端がシャーシの底板の裏側から突出するため、当該底板の裏側

に回路基板等を実装し難いという問題もあつた。

発明の概要
[0006] 本明細書で開示される技術は、上記の課題に鑑みて創作されたものである

。本明細書で開示される技術は、簡単な構成で、表示面における輝度ムラを

防止ないし抑制することが可能な直下型の照明装置を提供することを目的と

する。

[0007] (課題を解決するための手段）

本明細書で開示される技術は、板状部と、該板状部の端縁から該板状部の

一方の面側に立ち上がる側板部と、を有し、該板状部の一方の面側が出光部

とされたシャーシと、前記板状部の前記一方の面上に配された光源基板と、

前記光源基板の前記出光部側に向けられた板面上に前記出光部側を光出射側

として配された複数の光源と、複数の前記光源の光出射側を覆うと共に、前

記光源からの光を拡散する複数の拡散レンズと、前記板状部の前記一方の面

上及び前記光源基板上に敷設され、前記光源と重畳する部位に前記光源が揷

通される光源揷通孔が設けられた第 1反射シートと、前記側板部の立ち上が

る側に凸状に配され、その端縁が前記第 1反射シ一卜と複数の前記拡散レン

ズとの間に収容されて前記拡散レンズと当接するとともに前記第 1反射シ一

卜と当接することで、前記第 1反射シ一卜上で保持された第 2 反射シ一卜と

、を備える照明装置に関する。

[0008] このような照明装置によれば、拡散レンズの周囲において第 2 反射シ一卜

が第 1反射シ一卜上で保持されることで、浮きが発生し易い光源の周囲にお

ける第 1反射シ一卜の部位に浮きが生じることが第 2 反射シ一卜によって防

止ないし抑制される。さらに、第 2 反射シ一卜は側板部の立ち上がる側 （表



示面側）に凸状とされているから、第 2 反射シ一 卜に到達 した光は、側板部

の立ち上がる側、即ち表示面側へと反射されることとなる。従って、光源の

近傍における第 1 反射シ一 卜の浮きを防止ないし抑制 しながら、光源からの

光を表示面側へ向かわせることができる。このため、簡単な構成で、表示面

における輝度ムラを防止ないし抑制することができる。

[0009] 前記第 2 反射シー 卜は、前記側板部の立ち上がる側に弾性復帰可能な状態

で配され、その対辺を構成する一対の端縁の各々が前記第 1 反射シ一 卜と複

数の前記拡散 レンズとの間に収容されて前記拡散 レンズと弾性的に当接する

ことでその反発力により前記第 1 反射シ一 卜を前記板状部側に付勢 してもよ

い。

このような照明装置によれば、側板部の立ち上がる側 （表示面側）に弾性

復帰可能な状態で配された第 2 反射シ一 卜が拡散 レンズと弾性的に当接する

ことで、第 2 反射シ一 卜の対辺を構成する一対の端縁の各々に第 1 反射シ一

卜側へ向かう反発力が働 く。これにより、拡散 レンズの周囲における第 1 反

射シ一 卜が板状部側へ効果的に付勢されるため、光源の近傍における第 1 反

射シ一 卜の浮きを一層防止ないし抑制することができる。

[001 0] 前記第 2 反射シー 卜は、前記対辺を構成する一対の端縁の間に該端縁に沿

つて設けられた折り目を有するとともに、断面視山型となるように前記折り

目に沿つて山折りに折り曲げられていてもよい。

この構成によると、山折りとされた第 2 反射シ一 卜の傾斜面が拡散 レンズ

と当接することで第 2 反射シ一 卜が第 1 反射シ一 卜側へわずかに屈曲するた

め、第 2 反射シ一 卜によって第 1 反射シ一 卜を効果的に付勢することができ

る。さらに、第 2 反射シ一 卜に到達 した光が山折りとされた第 2 反射シ一 卜

の傾斜面に到達することで側板部の立ち上がる側 （表示面側）へと効果的に

反射される。このように、光源の近傍における第 1 反射シ一 卜の浮きを防止

ないし抑制 しながら、光源からの光を表示面側へ向かわせるための具体的な

構成を実現することができる。

[001 1] 前記折り目は前記対辺を構成する一対の端縁の中央線に沿って設けられて



いてもよい。

この構成によると、断面視山型とされた第 2 反射シ一 卜の先端が第 2 反射

シ一 卜を挟んで隣接する複数の拡散 レンズの中央に沿って位置することとな

るので、各拡散 レンズから出射されて第 2 反射シ一 卜の傾斜面に到達 した光

をそれぞれ表示面側へと均等に向かわせることができる。

[001 2] 前記第 2 反射シ一 卜は、少なくとも 4 つ以上の前記拡散 レンズに跨って配

されていてもよい。

この構成によると、第 2 反射シ一 卜が多 くの拡散 レンズと当接することと

なるので、第 2 反射シ一 卜によって第 1 反射シ一 卜を効果的に付勢すること

ができる。

[001 3] 前記光源基板上に前記拡散 レンズを支持する支持足が設けられ、前記第 2

反射シ一 卜の前記対辺を構成する一対の端縁に切 り欠きが設けられていても

よい。

この構成によると、支持足によって拡散 レンズが支持された構成を実現 し

ながら、第 2 反射シー 卜の対辺を構成する一対の端縁に支持足が収容される

ような上記切 り欠きを設けることで、第 2 反射シ一 卜を第 1 反射シ一 卜と拡

散 レンズとの間に収容 し易いものとすることができる。

[0014] 前記切 り欠きは、複数の前記拡散 レンズを支持する複数の前記支持足が前

記第 1 反射シ一 卜の面に沿った方向においてそれぞれ係止されるような大き

さとされていてもよい。

この構成によると、第 2 反射シ一 卜が第 1 反射シ一 卜の面に沿つた方向に

規制されるので、第 2 反射シ一 卜の対辺を構成する一対の端縁が第 1 反射シ

- 卜と拡散 レンズとの間から外れ難いものとすることができる。

[001 5] 前記第 2 反射シ一 卜は、複数の前記拡散 レンズに跨って等間隔で配されて

いてもよい。

この構成によると、複数の第 2 反射シ一 卜をシャーシ内において第 1 反射

シ一 卜上に配 し易いものとすることができる。

[001 6] 前記板状部を平面視 したときに前記光源がマ 卜リクス状に位置するように



前記光源及び前記光源基板 が配 されていてもよい。

この構成 によると、複数 の第 2 反射 シ一 卜を平面視 において均等 となるよ

うに配することがで きるとともに、複数 の光源 か らの光 を第 2 反射 シ一 卜に

よって表示面側 に均等 に反射 させ ることがで きる。

[001 7] 前記第 2 反射 シー 卜は、前記側板部 の立ち上がる側 に向け られた面が 白色

とされていてもよい。

この構成 によると、第 2 反射 シ一 卜における光の反射効率 を高め ることが

で きる。

[001 8] 本 明細書 で開示 され る技術 は、上記の照明装置か らの光 を利用 して表示 を

行 う表示パ ネル と、 を備 える表示装置 と して表現 することもで きる。 また、

上記表示パ ネル を、液晶 を用いた液晶パ ネル とする表示装置 も、新規 で有用

である。 また、上記の表示装置 を備 えるテ レビ受信装置 も、新規 で有用であ

る。

[001 9] (発 明の効果）

本明細書 で開示 され る技術 によれば、簡単な構成 で、表示面 における輝度

ムラを防止ない し抑制 することが可能な直下型のバ ックライ 卜装置 を提供 す

ることがで きる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図 1] 実施形態 1 に係 るテ レビ受信装置 T V の分解斜視 図を示す。

[ 図2] 液 晶表示装置 1 0 の分解斜視 図を示す。

[ 図3] バ ックライ 卜装置 1 2 の平面図を示す。

[ 図4] 図 3 における i v _ i v断面 の断面図であ って、バ ックライ 卜装置 1 2 の短

辺方向に沿 った断面図を示す。

[ 図5] 図 3 におけるv_v 断面の断面図であ って、 ノくッ クライ 卜装置 1 2 の長辺

方向に沿 った断面図を示す。

[ 図6] 図 4 において、第 2 反射 シ一 卜3 0 近傍 を拡大 した拡大断面図を示す。

[ 図7] 第 2 反射 シー ト3 0 近傍 を拡大 した拡大平面図を示す。

[ 図8] 第 2 反射 シ一 卜3 0 を第 1 反射 シ一 卜2 9 と複数 の拡散 レンズ 2 7 との



間に収容する手順 （1 ) の斜視図を示す。

[ 図9] 第 2 反射シ一 卜3 0 を第 1反射シ一 卜2 9 と複数の拡散 レンズ 2 7 との

間に収容する手順 （2 ) の斜視図を示す。

[ 図10] 実施形態 2 に係る第 2 反射シ一 卜1 3 0 近傍を拡大 した拡大斜視図を

示す。

[ 図11] 実施形態 3 に係る第 2 反射シー ト2 3 0 近傍を拡大 した拡大断面図を

示す。

発明を実施するための形態

[0021 ] < 実施形態 1 >

図面を参照 して実施形態 1 を説明する。本実施形態では、液晶表示装置 1

0 について例示する。なお、各図面の一部にはX 軸、 Y 軸及び Z 軸を示 して

おり、各軸方向が各図面で示 した方向となるように描かれている。また、図

2 に示す上側を表側とし、同図下側を裏側とする。

[0022] (テ レビ受信装置）

本実施形態に係るテレビ受信装置 T V は、図 1 に示すように、表示装置で

ある液晶表示装置 1 0 と、当該液晶表示装置 1 0 を挟むようにして収容する

表裏両キャビネットC a 、 C b と、電力供給のための電源回路基板 P と、テ

レビ画像信号を受信可能なチューナ一 （受信部）丁と、チューナ一T から出

力されたテレビ画像信号を当該液晶表示装置 1 0 用の画像信号に変換する画

像変換回路基板 V C と、スタン ドS とを備えて構成される。

[0023] 液晶表示装置 1 0 は、全体として横長 （長手）の方形状 （矩形状）をな し

、長辺方向を水平方向 （X 軸方向）と、短辺方向を垂直方向 （Y 軸方向、鉛

直方向）とそれぞれ一致させた状態で収容されている。この液晶表示装置 1

0 は、図 2 に示すように、表示パネルである液晶パネル 1 1 と、外部光源で

あるバックライ 卜装置 （照明装置の一例） 1 2 とを備え、これらが枠状のベ

ゼル 1 3 などにより一体的に保持されるようになつている。

[0024] (液晶パネル）

液晶パネル 1 1 は、透明な （高い透光性を有する）一対のガラス基板が所



定のギヤップを隔てた状態で貼り合わせられるとともに、両ガラス基板間に

液晶層 （図示しない）が封入された構成とされる。一方のガラス基板には、

互いに直交するソース配線とゲ一卜配線とに接続されたスィツチング素子 （

例えばT F T ) と、そのスィッチング素子に接続された画素電極、さらには

配向膜等が設けられ、他方のガラス基板には、R (赤色），G (緑色），B

(青色）等の各着色部が所定配列で配置されたカラ一フィルタや対向電極、

さらには配向膜等が設けられている。このうち、ソース配線、ゲ一卜配線お

よび対向電極などには、図示しない駆動回路基板から画像を表示するのに必

要な画像データや各種制御信号が供給されるようになっている。なお、両ガ

ラス基板の外側には偏光板 （図示しない）が配されている。

[0025] (バックライト装置）

続いて、液晶表示装置 1 0 におけるバックライ卜装置 1 2 の構成について

説明する。バックライ卜装置 1 2 は、図2 に示すように、光出射面側 （液晶

パネル 1 1側）に向けて出光部2 2 d を有した略箱型をなすシャーシ2 2 と

、シャーシ2 2 の出光部2 2 d を覆う形で配される光学部材2 3 と、シャ一

シ2 2 の外縁部に沿って配され光学部材2 3 の外端部をシャーシ2 2 との間

で挟んで保持するフレーム2 6 とを備える。さらに、シャーシ2 2 内には、

光学部材2 3 (液晶パネル 1 1 ) の直下となる位置に対向状に配されるL E

D 2 4 (図4 及び図5参照）と、L E D 2 4 が実装されたL E D基板2 5 と

、 L E D基板2 5 においてL E D 2 4 に対応した位置に取り付けられる拡散

レンズ2 7 とが備えられる。このように、本実施形態に係るバックライト装

置 1 2 は、いわゆる直下型とされる。その上、シャーシ2 2 内には、L E D

基板2 5 をシャーシ2 2 との間で保持することが可能な保持部材2 8 と、シ

ャ一シ2 2 内の光を光学部材2 3 側に反射させる第 1反射シ一卜2 9 及び複

数の第2反射シ一卜3 0 とが備えられる。続いて、ノくックライ卜装置 1 2 の

各構成物品について詳しく説明する。

[0026] (シャーシ）

シャーシ2 2 は、金属製とされ、図3 から図5 に示すように、液晶パネル



と同様に横長の方形状 （矩形状、長方形状）をなす底板2 2 a と、底板

2 2 a の各辺 （一対の長辺及び一対の短辺）の端辺からそれぞれ表側 （光出

射側）に向けて立ち上がる側板2 2 b とからなり、全体としては表側に向け

て開口した浅い略箱型をなしている。シャーシ2 2 は、その長辺方向がX軸

方向 （水平方向）と一致し、短辺方向がY軸方向 （鉛直方向）と一致してい

る。シャーシ2 2 における各受け板2 2 c には、表側からフレーム2 6 及び

次述する光学部材2 3 が載置可能とされる。各受け板2 2 c には、フレーム

2 6 がねじ止めされている。シャーシ2 2 の底板2 2 a には、保持部材2 8

を取り付けるための取付孔2 d が開口して設けられている。取付孔2 d

は、底板2 2 a において保持部材2 8 の取付位置に対応して複数分散配置さ

れている。

[0027] (光学部材）

光学部材2 3 は、図2 に示すように、液晶パネル 1 1及びシャーシ2 2 と

同様に平面に視て横長の方形状をなしている。光学部材2 3 は、図4 及び図

5 に示すように、その外縁部が受け板2 2 c に載せられることで、シャーシ

2 2 の出光部2 2 d を覆うとともに、液晶パネル 1 1 と拡散レンズ2 7 ( L

巳 基板2 5 ) との間に介在して配される。光学部材2 3 は、裏側 （拡散レ

ンズ2 7側、光出射側とは反対側）に配される拡散板2 3 a と、表側 （液晶

パネル 1 1側、光出射側）に配される光学シ一卜2 3 b とから構成される。

拡散板2 3 a は、所定の厚みを持つほぼ透明な樹脂製で板状をなす基材内に

拡散粒子を多数分散して設けた構成とされ、透過する光を拡散させる機能を

有する。光学シ一卜2 3 b は、拡散板2 3 a と比べると板厚が薄いシ一卜状

をなしており、2枚が積層して配されている。具体的な光学シ一卜2 3 b の

種類としては、例えば拡散シ一卜、レンズシ一卜、反射型偏光シ一卜などが

あり、これらの中から適宜に選択して使用することが可能である。

[0028] ( フレーム）

フレーム2 6 は、図2 に示すように、液晶パネル 1 1及び光学シ一卜2 3

の外周縁部に沿う枠状をなしている。このフレーム2 6 と各受け板2 2 c と



の間で光学部材 2 3 における外縁部 を挟持可能 とされている （図 4 及び図 5

参照）。 また、 このフ レーム 2 6 は、液晶パネル 1 1 における外縁部 を裏側

か ら受けることがで き、表側 に配 されるべゼル 1 3 との間で液晶パネル 1 1

の外縁部 を挟持可能 とされる （図 4 及び図 5 参照）。

( L E D )

L E D 2 4 は、 L E D 基板 （光源基板の一例） 2 5 上 に実装 されるととも

に L E D 2 4 に対する実装面 とは反対側の面が発光面 となる、 いわゆる トツ

プ型 とされる。 L E D 2 4 は、発光源 と して青色光 を発する L E D チ ップ （

図示 しない）を備 えるとともに、青色光 によ り励起 して発光する蛍光体 と し

て、緑色蛍光体 と赤色蛍光体 とを備 えている。詳 しくは、 L E D 2 4 は、 L

E D 基板 2 5 に固着 される基板部上 に例 えば I n G a N 系の材料か らなる L

E D チ ップを樹脂材 によ り封止 した構成 とされる。基板部 に実装 される L E

D チ ップは、主発光波長が 4 2 0 n m ~ 5 0 0 n m の範囲、つまり青色の波

長領域 に存するもの とされ、色純度 に優れた青色光 （青色の単色光）を発す

ることが可能 とされる。具体的な L E D チ ップの主発光波長 と しては、例 え

ば 4 5 n m が好 ま しい。 その一方、 L E D チ ップを封止する樹脂材 には、

L E D チ ップか ら発せ られた青色光 によ り励起 されることで緑色光 を発する

緑色蛍光体 と、 L E D チ ップか ら発せ られた青色光 によ り励起 されることで

赤色光 を発する赤色蛍光体 とが所定の割合でもって分散配合 されている。 こ

れ ら L E D チ ップか ら発せ られる青色光 （青色成分の光） と、緑色蛍光体か

ら発せ られる緑色光 （緑色成分の光） と、赤色蛍光体か ら発せ られる赤色光

(赤色成分の光） とによ り、 L E D 2 4 は、全体 と して所定の色、例 えば白

色や青色味を帯びた白色な どの光 を発することが可能 とされる。なお、緑色

蛍光体か らの緑色成分の光 と、赤色蛍光体か らの赤色成分の光 との合成 によ

り黄色光が得 られることか ら、 この L E D 2 4 は、 L E D チ ップか らの青色

成分の光 と、黄色成分の光 とを併せ持 つている、 とも言える。 この L E D 2

4 の色度 は、例 えば緑色蛍光体及び赤色蛍光体 における含有量の絶対値や相

対値 に応 じて変化するもの とされるため、 これ ら緑色蛍光体及び赤色蛍光体



の含有量 を適宜調整することで L E D 2 4 の色度 を調整することが可能 とさ

れる。なお、本実施形態では、緑色蛍光体は、 5 0 0 n m以上 5 7 0 n m以

下の緑色波長領域 に主発光 ピークを有するもの とされ、赤色蛍光体は、 6 0

0 n m以上 7 8 0 n m以下の赤色波長領域 に主発光 ピークを有するもの とさ

れる。

[0030] ( L E D 基板）

L E D 基板 2 5 は、図 3 に示すように、平面 に視て横長の方形状 をなす基

材 を有 してお り、長辺方向が X 軸方向 と一致 し、短辺方向が Y 軸方向 と一致

する状態でシャーシ 2 2 内において底板 2 2 a に沿 って延在 しつつ収容 され

ている。 この L E D 基板 2 5 の基材の板面の うち、表側 を向いた面 （光学部

材 2 3 側 を向いた面）には、 L E D 2 4 が表面実装 されている。 L E D 2 4

は、 その発光面が光学 シ一 卜2 3 (液晶パネル 1 1 ) と対向状 をなす ととも

に、 その光軸が Z 軸方向、つまり液晶パネル 1 1 の表示面 と直交する方向 と

—致 している。 L E D 2 4 は、 L E D 基板 2 5 における長辺方向 （X 軸方向

) に沿 って複数が直線的に並列 して配 されるとともに、 L E D 基板 2 5 に形

成 された配線パ ター ン （図示 しない）によ り直列接続 されている。各 L E D

2 4 の配列 ピッチは、 ほぼ一定 とな ってお り、つまり各 L E D 2 4 は、 ほぼ

等間隔に配列されていると言える。

[0031 ] 上記 した構成の L E D 基板 2 5 は、図 3 に示すように、 シャーシ 2 2 内に

おいて X 軸方向及び Y 軸方向にそれぞれ複数ずつ、互いに長辺方向及び短辺

方向を揃 えた状態で並列 して配置 されている。つまり、 L E D 基板 2 5 及び

そこに実装 された L E D 2 4 は、 シャーシ 2 2 内において共 にX 軸方向 （シ

ャ一シ 2 2 及び L E D 基板 2 5 の長辺方向）を行方向 と し、 Y 軸方向 （シャ

—シ 2 2 及び L E D 基板 2 5 の短辺方向）を列方向 と して行列状 に配置 （マ

卜リクス状 に配置、平面配置）されている。 また、 L E D 基板 2 5 の基材は

、 シャーシ 2 2 と同 じアル ミ系材料な どの金属製 とされ、 その表面 に絶縁層

を介 して銅箔な どの金属膜か らなる上述 した配線パ ター ン （図示せず）が形

成 され、 さ らには最外表面 には、光の反射性 に優れた白色 を呈する反射層 （



図示せず）が形成された構成とされる。この配線パターンによりL E D基板

2 5 上に並列配置された各 L E D 2 4 同士が直列に接続されている。なお、

L E D基板 2 5 の基材に用いる材料としては、セラミックなどの絶縁材料を

用いることも可能である。

[0032] (拡散 レンズ）

拡散 レンズ 2 7 は、ほぼ透明で （高い透光性を有 し）且つ屈折率が空気よ

りも高い合成樹脂材料 （例えばポリカ一ボネ一 卜やァクリルなど）からなる

。拡散 レンズ 2 7 は、図 6 及び図 7 に示すように、所定の厚みを有するとと

もに、平面に視て略円形状に形成されており、 L E D基板 2 5 に対 して各 L

E D 2 4 を表側から個別に覆うよう、つまり平面に視て各 L E D 2 4 と重畳

するようそれぞれ取り付けられている。詳 しくは、この拡散 レンズ 2 7 は、

平面に視て L E D 2 4 とほぼ同心となる位置に配されている。このため、拡

散 レンズ 2 7 もまた、シャーシ 2 2 内においてマ 卜リクス状に配置された構

成となっている。拡散 レンズ 2 7 は、平面視円形の平板状をなす基部 2 7 a

と、扁平な半球状をなす半球部 3 2 b とを備えている。拡散 レンズ 2 7 の周

縁部近傍には、軸状の 3 つの支持足 3 が基部 2 7 a の裏側から突設されて

いる。 3 つの支持足 3 1 は平面視で拡散 レンズ 2 7 の中心部 （L E D 2 4 と

重畳する部位）から等間隔となる位置に配置されており、例えば接着剤や熱

硬化性樹脂等によりL E D基板 2 5 の表面に接着されている。拡散 レンズ 2

7 は、支持足 3 1 によって L E D基板 2 5 の表面に支持されている。そして

、この拡散 レンズ 2 7 は、 L E D 2 4 から発せられた指向性の強い光を拡散

させつつ出射させることができる。つまり、 L E D 2 4 から発せられた光は

、拡散 レンズ 2 7 を介することにより指向性が緩和されるので、隣り合うL

E D 2 4 間の間隔を広 くとってもその間の領域が暗部として視認され難 くな

る。これにより、 L E D 2 4 の設置個数を少なくすることが可能となってい

る。

[0033] (保持部材）

保持部材 2 8 について説明する。保持部材 2 8 は、ポリカ一ボネ一 卜など



の合成樹脂製とされており、表面が光の反射性に優れた白色を呈する。保持

部材 2 8 は、図4 及び図 5 に示すように、 L E D基板 2 5 の板面に沿う本体

部 2 8 a と、本体部 2 8 a から裏側、つまりシャーシ 2 2 側に向けて突出し

てシャーシ 2 2 に固定される固定部 2 8 b とを備える。本体部 2 8 a は、平

面に視て略円形状の板状をなすとともに、シャーシ 2 2 の底板 2 2 a との間

で少なくともL E D基板 2 5 を挟持可能とされる。固定部 2 8 b は、 L E D

基板 2 5 及びシャ一シ 2 2 の底板 2 2 a における保持部材 2 8 の取付位置に

対応 してそれぞれ形成された揷通孔 2 5 b 及び取付孔を貫通 しつつ底板 2 2

a に対 して係止可能とされる。この保持部材 2 8 は、 L E D基板 2 5 の面内

において複数が適宜に分散配置されており、X 軸方向について拡散 レンズ 2

7 ( L E D 2 4 ) に対 して隣り合う位置に配されている。

[0034] なお、保持部材 2 8 には、本体部 2 5 a とシャーシ 2 2 の底板 2 2 a との

間で反射シ一 卜2 9 の底部 2 9 a を介することなくL E D基板 2 5 を挟持す

るものと、本体部 2 5 a とシャーシ 2 2 の底板 2 2 a との間で L E D基板 2

5 と共に反射シ一 卜2 9 の底部 2 9 a を挟持するものとの 2 種類が含まれて

いる。このうち、 L E D基板 2 5 と共に反射シ一 卜2 9 の底部 2 9 a を挟持

する保持部材 2 8 には、本体部 2 8 a から表側に突出する支持ピン2 8 c が

設けられたものと、支持ピン2 8 c を有さないものとの 2 種類が含まれてい

る。この支持ピン2 8 c は、光学部材 2 3 (直接的には拡散板 2 3 a ) を裏

側から支持することが可能とされ、それによりL E D 2 4 と光学部材 2 3 と

の Z 軸方向の位置関係を一定に維持することができるとともに光学部材 2 3

の不用意な変形を規制することができる。なお、各保持部材 2 8 は、後述す

る第 2 反射シ一 卜3 0 と平面視において重畳 しないような配置とされている

[0035] (第 1反射シー ト）

第 1反射シ一 卜2 9 は、合成樹脂製とされ、表面が光の反射性に優れた白

色を呈する反射面とされる。第 1反射シ一 卜2 9 は、図 3 に示すように、シ

ャ一シ 2 2 の内面のほぼ全域にわたって敷設される大きさを有 しているので



、 シャーシ 2 2 内に並列 して配 された全 L E D 基板 2 5 を表側か ら一括 して

覆 うことが可能 とされる。 この第 1 反射シ一 卜2 9 によ りシャーシ 2 2 内の

光 を光学部材 2 3 側 に向けて効率的に立ち上 げることがで きる。第 1 反射シ

— 卜2 9 は、 シャーシ 2 2 の底板 2 2 a に沿 って延在するとともに底板 2 2

a の大部分 を覆 う大 きさの底部 2 9 a と、底部 2 9 a の短辺側の外端か ら表

側 に立ち上がるとともに底部 2 9 a に対 して傾斜状 をなす第 1 立ち上が り部

2 9 b 1 と、底部 2 9 a の長辺側の外端か ら表側 に立ち上がるとともに底部

2 9 a に対 して傾斜状 をなす第 2 立ち上が り部 2 9 b 2 と、各立ち上が り部

2 9 b 1 、 9 b 2 の外端か ら外向 きに延出するとともにシャーシ 2 2 の受

け板 2 c に載せ られる延出部 2 9 c とか ら構成 されている。 この第 1 反射

シ一 卜2 9 の底部 2 9 a が各 L E D 基板 2 5 における表側の面、つまり L E

D 2 4 の実装面 に対 して表側 になるよう配 される。 また、第 1 反射シ一 卜2

9 の底部 2 9 a には、各拡散 レンズ 2 7 (各 L E D 2 4 ) と平面視重畳する

位置 に各拡散 レンズ 2 7 (各 L E D 2 4 ) を揷通する平面視 円形 をなす光源

揷通孔 2 9 d が開口 して設 け られている。

(本実施形態の要部 に係 る構成 についての説明）

続 いて、本実施形態の要部である、第 2 反射シ一 卜3 0 の構成 について説

明する。第 2 反射シ一 卜3 0 は、第 1 反射シ一 卜2 9 上 に複数配 され （図 3

参照）、第 1 反射シ一 卜2 9 と同様 に合成樹脂製 とされるとともに、表面が

光の反射性 に優れた白色 を呈する反射面 とされている。各第 2 反射シ一 卜3

0 は、 それぞれ平面 に視てシャーシ 2 2 の長辺方向 （X 軸方向）を長辺 とす

る長方形状 をな してお り、 6 つの拡散 レンズ 2 7 の間に 1 つずつ配 されてい

る （図 3 参照）。詳 しくは、各第 2 反射シ一 卜3 0 は、 その長辺がシャーシ

2 2 の長辺方向 （X 軸方向）に沿 って並ぶ 3 つの拡散 レンズ 2 7 に跨 るとと

もに、 その短辺がシャーシ 2 2 の短辺方向 （Z 軸方向）に沿 って並ぶ 2 つの

拡散 レンズ 2 7 の間に位置するように配 されている。各第 2 反射シ一 卜3 0

は、可撓性 を有する材料で形成 されてお り、 その長辺方向の対辺 を構成する

—対の端縁 3 0 c ， 3 0 c の中心 となる線分 （第 2 反射シ一 卜3 0 の長辺 に



沿 った二等分線）に沿 って折 り目 3 0 b が設 け られ、 この折 り目 3 0 b に沿

つて断面視 において山型 となるように （表側 に凸状 となるように）山折 りに

されている （図 4 及び図 6 参照）。従 って、第 2 反射シ一 卜3 0 の表側 に設

け られた反射面は傾斜面 3 0 a とな っている。第 2 反射シ一 卜3 0 は、 山折

りとされた状態で、 その長辺方向の対辺 を構成する一対の端縁 3 0 c ， 3 0

c が第 1 反射シ一 卜2 9 と各拡散 レンズ 2 7 との間に収容 されてお り、 これ

によ り、第 1 反射シ一 卜2 9 上 に保持 されている。なお、 シャーシ 2 2 内に

おいてシャーシ 2 2 の長辺方向 （X 軸方向）の中心部 に配 された 5 つの第 2

反射シ一 卜 （図 3 において図の中央 に配 された第 2 反射シ一 卜） 3 0 は、 シ

ャ一シ 2 2 の長辺方向 （X 軸方向）における対象性の観点か ら 1 つの第 2 反

射シ一 卜3 0 が 8 つの拡散 レンズ 2 7 に跨 って配 された構成 とな っている。

続 いて第 2 反射シ一 卜3 0 の保持態様 について説明する。第 2 反射シ一 卜

3 0 は、表側 に凸状 とされていることによ り、 その長辺方向の対辺 を構成す

る一対の端縁 3 0 c ， 3 O c が第 1 反射シ一 卜2 9 (詳 しくは第 1 反射シ一

卜2 9 の L E D 2 4 近傍 の部位、光源揷通孔 2 9 d の開口縁部） と当接 し、

その傾斜面 3 0 a の一部が拡散 レンズ 2 7 の基部 2 7 a の裏側 2 7 a 1 と当

接 している。 そ して、第 2 反射シ一 卜3 0 は折 り目に沿 って表側 に凸状 とな

るように折 り曲げ られているか ら、 この状態 において第 2 反射シ一 卜3 0 に

は表側 に弾性復帰 しょうとする弾性復帰力が働 く。 このため、拡散 レンズ 2

7 の基部 2 7 a の裏側 2 7 a 1 と当接する第 2 反射シ一 卜3 0 の傾斜面 3 0

a の一部 には表側向 きの力が働 くとともに、 この反発力によって、第 1 反射

シ一 卜2 9 と当接する第 2 反射シ一 卜3 0 の長辺方向の対辺 を構成する一対

の端縁 3 0 3 0 c には裏側向 きの力が働 いている。換言すれば、対辺 を

構成する一対の端縁 3 0 c ， 3 0 c は、 当該反発力によって第 1 反射シ一 卜

2 9 をシャーシ 2 2 の底板 2 2 a 側 に付勢 している。 これによ り、第 2 反射

シ一 卜3 0 の対辺 を構成する一対の端縁 3 0 c ， 3 0 c は、第 1 反射シ一 卜

2 9 と拡散 レンズ 2 7 との間で表裏方向 （Z 軸方向）に動かないもの とされ

るため、第 2 反射シ一 卜3 0 は第 1 反射シ一 卜2 9 上 において保持 されるこ



ととなる。

[0038] 第 2 反射シ一 卜3 0 の長辺方向の対辺を構成する一対の端縁 3 0 c ，3 0

c を第 1反射シ一 卜2 9 と拡散 レンズ 2 7 との間に収容するに際 し、上述 し

た拡散 レンズ 2 7 を支持するための支持足 3 が邪魔となって しまう。この

ため、図 7 に示すように、第 2 反射シ一 卜3 0 の長辺方向の対辺を構成する

—対の端縁 3 0 c ，3 0 c には、 6 つの拡散 レンズ 2 7 と対応する部位に、

それぞれ切 り欠き3 0 d 1，3 0 d 2 , 3 0 d 3 , 3 O d 4 が設けられてい

る。第 2 反射シ一 卜3 0 を第 1反射シ一 卜2 9 と拡散 レンズ 2 7 との間に収

容するに際 し、これらの切 り欠き3 0 d 1，3 0 d 2 , 3 0 d 3 , 3 0 d 4

に各支持足 3 1 をあてがう （収容する）ことで、第 2 反射シ一 卜3 0 を収容

し易いものとなっている。本実施形態では、 1 つの第 2 反射シ一 卜3 0 を保

持する6 つの拡散 レンズ 2 7 のうち、シャーシ 2 2 の長辺方向 （X 軸方向）

に沿って並ぶ 3 つの拡散 レンズ 2 7 の一方が、それぞれその支持足 3 のう

ち 2 つの支持足 3 1 が第 2 反射シ一 卜3 0 側に位置するものとされ、 3 つの

拡散 レンズ 2 7 の他方が、それぞれその支持足 3 1 のうち 1 つの支持足 3

が第 2 反射シ一 卜3 0 側に位置するものとされている （図 7 参照）。そして

、各切 り欠き3 0 d , 3 0 d 2 , 3 0 d , 3 0 d 2 は、 2 つの支持足 3

1 を収容する形状のもの （3 0 d 1，3 0 d 2 ) と、 1 つの支持足 3 を収

容する形状のもの （3 0 d 1，3 0 d 2 ) によりなつている。また、これら

の切 り欠き3 0 d 1，3 0 d 2 , 3 0 d 3 , 3 0 d 4 が設けられていること

によって、第 2 反射シ一 卜3 0 の一対の端縁 3 0 c ，3 0 。が各 1_ 巳 2 4

と重畳 しないものとなっている。

[0039] 続いて第 1反射シ一 卜2 9 と6 つの拡散 レンズ3 7 との間に第 2 反射シ一

卜3 0 を収容する方法について説明する。図 8 に示すように、まず、収容さ

れた状態における第 2 反射シ一 卜3 0 の折り曲げ状態よりも折り目3 0 b に

沿って大きく折り曲げられた状態の第 2 反射シ一 卜3 0 を用意 し、 6 つの拡

散 レンズ 2 7 の上方において位置決めする。この状態では、第 2 反射シ一 卜

3 0 の両短辺側の距離は、シャーシ 2 2 の短辺方向 （Y 軸方向）に沿って並



ぶ 2 つの拡散 レンズ 2 7 間の距離 よ りも短いもの とな っているか ら、 この状

態で第 1 反射シ一 卜2 9 側 （下方）へ降 ろす ことによ り、 当該 2 つの拡散 レ

ンズ 2 7 の間で第 2 反射シ一 卜3 0 を位置決めすることがで きる。 そ して、

この状態 において第 2 反射シ一 卜3 0 の折 り曲げ られた部位 を少 しずつ復帰

させなが ら、各支持足 3 1 がそれ らに対応する各切 り欠 き 3 0 d 1 ， 3 0 d

2 , 3 0 d 3 , 3 0 d 4 に収容 されるように、第 2 反射シ一 卜3 0 の長辺方

向 （X 軸方向）の対辺 を構成する一対の端縁 3 0 c ， 3 0 0 を第 1 反射シ一

卜2 9 と各拡散 レンズ 2 7 との間に収容する。 これによ り、第 2 反射シ一 卜

3 0 が表側 に弾性復帰可能な状態で第 1 反射シ一 卜2 9 と各拡散 レンズ 2 7

との間に保持 されることとなる （図 9 参照）。

[0040] さて、上記のような第 2 反射シ一 卜が複数配 されていることによって、第

反射シ一 卜2 9 の L E D 2 4 近傍の部位 （光源揷通孔 2 9 d の開口縁部）

の浮 きが防止ない し抑制 されるとともに、図 6 に示すように、 L E D 2 4 か

ら拡散 レンズ 2 7 を介 して出射 される光の うち拡散 レンズ 2 7 の側方か ら出

射 される光 （図 6 の一点鎖線参照）は、第 2 反射シー ト3 0 の傾斜面 3 0 a

によって反射 され、液晶パネル 1 1 側 （光学部材 2 3 の裏側）へ と向か うこ

ととなる。

[0041 ] 以上のように本実施形態 に係 るバ ックライ 卜装置 1 2 では、拡散 レンズ 2

7 の周囲において第 2 反射シ一 卜3 0 が第 1 反射シ一 卜2 9 上で保持 される

ことで、浮 きが発生 し易い L E D 2 4 の周囲における第 1 反射シ一 卜2 9 の

部位 に浮 きが生 じることが第 2 反射シ一 卜3 0 によって防止ない し抑制 され

る。 さ らに、第 2 反射シ一 卜3 0 は液晶パネル 1 1 の表示面側 に凸状 とされ

ているか ら、第 2 反射シ一 卜3 0 に到達 した光は、液晶パネル 1 1 の表示面

側へ と反射 されることとなる。従 って、 L E D 2 4 の近傍 における第 1 反射

シ一 卜2 9 の浮 きを防止ない し抑制 しなが ら、 L E D 2 4 か らの光 を液晶パ

ネル 1 1 の表示面側へ向かわせることがで きる。 このため、簡単な構成で、

液晶パネル 1 1 の表示面 における輝度ムラを防止ない し抑制することがで き

る。



[0042] また、本実施形態に係るバックライ ト装置 1 2 では、シャーシ 2 2 に固定

具等を固定 しなくとも第 2 反射シ一 卜3 0 によって L E D 2 4 の近傍におけ

る第 1反射シ一 卜2 9 の浮きを防止できるので、シャーシ 2 2 の裏側に第 1

反射シ一 卜2 9 を固定するための固定具の先端が突出した状来のバックライ

卜装置と比べて、シャーシ 2 2 の底板の裏側に回路基板等を容易に実装する

ことができる。

[0043] また、本実施形態に係るバックライ 卜装置 1 2 では、第 2 反射シ一 卜3 0

が、液晶パネル 1 1 の表示面側に弾性復帰可能な状態で配され、その対辺を

構成する一対の端縁 3 0 3 0 c の各々が第 1反射シ一 卜2 9 と6 つの拡

散 レンズ 2 7 との間に収容されて拡散 レンズ 2 7 と弾性的に当接することで

その反発力により第 1反射シ一 卜2 9 をシャーシ 2 2 の底板 2 2 a 側に付勢

している。このため、液晶パネル 1 1 の表示面側に弾性復帰可能な状態で配

された第 2 反射シ一 卜3 0 が各拡散 レンズ 2 7 と弾性的に当接すると、第 2

反射シ一 卜3 0 の対辺を構成する一対の端縁 3 0 C , 3 0 c の各々に第 1反

射シ一 卜2 9 側へ向かう反発力が働 く。これにより、拡散 レンズ 2 7 の周囲

における第 1反射シ一 卜2 9 がシャーシ 2 の底板 2 2 a 側へ効果的に付勢

され、 L E D 2 4 の近傍における第 1反射シ一 卜2 9 の浮きを一層防止ない

し抑制することができる。

[0044] また、本実施形態に係るバックライ ト装置 1 2 では、第 2 反射シ一 卜3 0

が、対辺を構成する一対の端縁 3 0 c ，3 0 c の間に該端縁 3 0 c ，3 0 c

に沿って設けられた折り目3 0 b を有するとともに、断面視山型となるよう

にこの折り目3 0 b に沿って山折りに折り曲げられている。これにより、山

折りとされた第 2 反射シ一 卜3 0 の傾斜面 3 0 a が拡散 レンズ 2 7 と当接す

ることで第 2 反射シ一 卜3 0 が第 1反射シ一 卜2 9 側へわずかに屈曲するた

め、第 2 反射シ一 卜3 0 によって第 1反射シ一 卜2 9 を効果的に付勢するこ

とができる。さらに、第 2 反射シ一 卜3 0 に到達 した光が山折りとされた第

2 反射シ一 卜3 0 の傾斜面 3 0 a に到達することで液晶パネル 1 1 の表示面

側へと効果的に反射される。このように、 L E D 2 4 の近傍における第 1反



射シ一 卜2 9 の浮きを防止ないし抑制 しながら、 L E D 2 4 からの光を液晶

パネル 1 1 の表示面側へ向かわせるための具体的な構成を実現することがで

きる。

[0045] また、本実施形態に係るバックライ 卜装置 1 2 では、折り目3 O b が対辺

を構成する一対の端縁 3 0 c ，3 0 c の中央線に沿って設けられている。こ

れにより、断面視山型とされた第 2 反射シ一 卜3 0 の先端が第 2 反射シ一 卜

3 0 を挟んで隣接する6 つの拡散 レンズ 2 7 の中央に沿って位置することと

なるので、各拡散 レンズ 2 7 から出射されて第 2 反射シ一 卜3 0 の傾斜面 3

0 a に到達 した光をそれぞれ液晶パネル 1 1 の表示面側へと均等に向かわせ

ることができる。

[0046] また、本実施形態に係るバックライ ト装置 1 2 では、第 2 反射シ一 卜が 6

つの拡散 レンズ3 0 に跨って配されている。このため、第 2 反射シ一 卜3 0

が 6 つの拡散 レンズ 2 7 と当接することとなり、第 2 反射シ一 卜3 0 によつ

て第 1反射シ一 卜2 9 を効果的に付勢することができる。

[0047] また、本実施形態に係るバックライ ト装置 1 2 では、 L E D基板 2 5 上に

つの拡散 レンズ 2 7 を支持するために3 つの支持足 3 が設けられ、第 2

反射シ一 卜3 0 の対辺を構成する一対の端縁 3 0 3 0 c に各支持足 3

が収容されるような切 り欠き3 0 d 1，3 0 d 2 , 3 0 d 3 , 3 0 d 4 がそ

れぞれ設けられている。このため、 3 つの支持足 3 によって 1 つの拡散 レ

ンズ 2 7 が支持された構成を実現 しながら、第 2 反射シー ト3 0 を第 1反射

シ一 卜3 9 と拡散 レンズ 2 7 との間に収容 し易いものとすることができる。

[0048] また、本実施形態に係るバックライ 卜装置 1 2 では、各切 り欠き3 0 d

，3 0 d 2 , 3 0 d 3 , 3 0 d 4 が、 6 つの拡散 レンズ 2 7 をそれぞれ支持

する複数の支持足 3 が第 1反射シ一 卜2 9 の面に沿った方向においてそれ

ぞれ係止されるような大きさとされている。これにより、第 2 反射シ一 卜3

0 が第 1反射シ一 卜2 9 の面に沿った方向に規制されるので、第 2 反射シ一

卜3 0 の対辺を構成する一対の端縁 3 0 3 0 c が第 1反射シ一 卜2 9 と

拡散 レンズ 2 7 との間から外れ難いものとすることができる。



[0049] また、本実施形態に係るバ ックライ ト装置 1 2 では、第 2 反射シ一 卜3 0

が、 6 つの拡散 レンズ 2 7 に跨 って等間隔で配されている。 このため、複数

の第 2 反射シ一 卜3 0 をシャーシ 2 2 内において第 1 反射シ一 卜2 9 上に配

し易いものとすることができる。

[0050] また、本実施形態に係るバ ックライ ト装置 1 2 では、シャーシ 2 2 の底板

a を平面視 したときに L E D 2 4 がマ トリクス状に位置するように L E

D 2 4 及び光源基板 2 5 が配されている。 このため、複数の第 2 反射シ一 卜

3 0 を平面視において均等 となるように配することができるとともに、複数

の L E D 2 4 か らの光を第 2 反射シ一 卜3 0 によって液晶パネル 1 1 の表示

面側に均等に反射させることができる。

[0051 ] < 実施形態 2 >

図面を参照 して実施形態 2 を説明する。実施形態 2 は、第 2 反射シ一 卜1

3 0 の大きさ、及び 1 つの第 2 反射シ一 卜1 3 0 と当接する拡散 レンズ 1 2

7 の数が実施形態 1 のものと異なっている。その他の構成については実施形

態 1 のものと同様であるため、構造、作用、及び効果の説明は省略する。な

お、図 1 0 において、図 9 の参照符号に数字 1 0 0 を加えた部位は、実施形

態 1 で説明 した部位 と同一である。

[0052] 実施形態 2 に係るバ ックライ 卜装置では、図 1 0 に示すように、各第 2 反

射シ一 卜1 3 0 が 4 つの拡散 レンズ 1 2 7 の間に 1 つずつ配された構成 とな

つている。詳 しくは、各第 2 反射シ一 卜1 3 0 は、その長辺がシャーシの長

辺方向 （X 軸方向）に沿 って並ぶ 2 つの拡散 レンズ 1 2 7 に跨るとともに、

その短辺がシャーシの短辺方向 （Z 軸方向）に沿 って並ぶ 2 つの拡散 レンズ

1 2 7 の間に位置するように配されている。 このような構成 とされている場

合であっても、第 2 反射シ一 卜1 3 0 によって第 1 反射シ一 卜1 2 9 の L E

D 2 4 近傍の部位 （光源揷通孔 1 2 9 d の開口縁部）の浮 きが防止ない し

抑制されるので、簡単な構成で、液晶パネルの表示面における輝度ムラを防

止ない し抑制することができる。

[0053] < 実施形態 3 >



図面を参照 して実施形態 3 を説明する。実施形態 3 は、第 2 反射シ一 卜2

3 0 の折り曲げ態様が実施形態 1 のものと異なっている。その他の構成につ

いては実施形態 1 のものと同様であるため、構造、作用、及び効果の説明は

省略する。なお、図 1 1 において、図 6 の参照符号に数字 2 0 0 を加えた部

位は、実施形態 1 で説明 した部位と同一である。

[0054] 実施形態 3 に係るバックライ ト装置では、図 1 1 に示すように、各第 2 反

射シ一 卜2 3 0 は、その長辺方向の対辺を構成する一対の端縁 2 3 0 c ， 2

3 0 c の近傍であって第 1反射シ一 卜2 2 9 と拡散 レンズ 2 2 7 との間に位

置する部位にそれぞれに折り目2 3 0 b が設けられ、それらの折り目2 3 0

b に沿って断面視において山型となるように山折りにされている。第 2 反射

シ一 卜2 3 0 の 2 つの折り目2 3 0 b の間に位置する部位は、表側に凸状と

なるような湾曲面 2 3 0 a となっており、表側に弾性復帰可能な状態とされ

ている。そして、第 2 反射シ一 卜2 3 0 は、その長辺方向の対辺を構成する

—対の端縁 2 3 0 c ， 2 3 0 c が第 1反射シ一 卜2 2 9 (詳 しくは第 1反射

シ一 卜2 2 9 の L E D 2 2 4 近傍の部位、光源揷通孔 2 2 9 d の開口縁部）

と当接するとともに、上記 した湾曲面 2 3 0 a の一部が拡散 レンズ 2 2 7 の

基部 2 2 7 a の裏側 2 2 7 a 1 と当接 している。これにより、第 2 反射シ一

卜2 3 0 の対辺を構成する一対の端縁 2 3 0 c ， 2 3 0 c は、第 1反射シ一

卜2 2 9 と拡散 レンズ 2 2 7 との間で表裏方向 （Z 軸方向）に動かないもの

とされ、第 2 反射シ一 卜2 3 0 は第 1反射シ一 卜2 2 9 上において保持され

ている。第 2 反射シ一 卜2 3 0 がこのような保持態様で保持されている構成

であっても、第 2 反射シ一 卜2 3 0 によって第 1反射シ一 卜2 2 9 の L E D

2 2 4 近傍の部位 （光源揷通孔 2 2 9 d の開口縁部）の浮きが防止ないし抑

制されるので、簡単な構成で、液晶パネル 2 1 1 の表示面における輝度ムラ

を防止ないし抑制することができる。

[0055] 上記の各実施形態の変形例を以下に列挙する。

( ) 上記の各実施形態では、 1 つの第 2 反射シ一 卜が第 1反射シ一 卜と6

つ又は4 つの拡散 レンズとの間に収容された構成を例示 したが、 1 つの第 2



反射シ一 卜が収容されるための拡散 レンズの数は限定されない。複数の拡散

レンズであればよく、例えば第 1 反射シ一 卜と 2 つの拡散 レンズとの間に収

容されていてもよい。

[0056] ( 2 ) 上記の各実施形態では、 L E D 及び拡散 レンズがシャーシの底板上に

マ 卜リクス状に配された構成を例示 したが、 これ らが不規則に配された構成

であってもよい。 この場合であっても、 1 つの第 2 反射シ一 卜が第 1 反射シ

— 卜と複数の拡散 レンズとの間に収容することにより、 L E D の近傍におい

て第 1 反射シ一 卜の浮 きを防止することができる。

[0057] ( 3 ) 上記の各実施形態では、第 2 反射シー トが矩形状をなす構成を例示 し

たが、第 2 反射シ一 卜の形状は限定されない。例えば、第 2 反射シ一 卜が楕

円状 とされた構成であってもよい。 この場合であっても、 1 つの第 2 反射シ

- 卜が第 1 反射シ一 卜と複数の拡散 レンズとの間に収容することにより、 L

E D の近傍において第 1 反射シ一 卜の浮 きを防止することができる。

[0058] ( 4 ) 上記の各実施形態では、第 2 反射シー トに折 り目が設けられた構成を

例示 したが、折 り目が設けられていない構成であつてもよい。例えば第 2 反

射シ一 卜が液晶パネルの表示面側に凸となるようにアーチ状に湾曲 した構成

であってもよい。

[0059] ( 5 ) 上記の各実施形態以外にも、第 2 反射シー トの形状、構成等について

は、適宜に変更可能である。

[0060] ( 6 ) 上記の各実施形態以外にも、第 2 反射シー トを第 1 反射シー トと複数

の拡散 レンズとの間に保持するための保持態様については、適宜に変更可能

である。

[0061 ] ( 7 ) 上記の各実施形態では、表示パネル として液晶パネルを用いた液晶表

示装置を例示 したが、他の種類の表示/ 《ネルを用いた表示装置にも本発明は

適用可能である。

[0062] ( 8 ) 上記の各実施形態では、チューナ一を備えたテ レビ受信装置を例示 し

たが、チューナ一を備えない表示装置にも本発明は適用可能である。

[0063] 以上、本発明の各実施形態について詳細に説明 したが、 これ らは例示に過



ぎず、特許請求の範囲を限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技

術には、以上に例示 した具体例を様々に変形、変更 したものが含まれる。

[0064] また、本明細書または図面に説明 した技術要素は、単独であるいは各種の

組合せによつて技術的有用性を発揮するものであり、出願時の請求項に記載

の組合せに限定されるものではない。また、本明細書または図面に例示 した

技術は複数目的を同時に達成 し得るものであり、そのうちの一つの目的を達

成すること自体で技術的有用性を持つものである。

符号の説明
[0065] T V テ レビ受信装置、C a 、 C b キャビネット、 T チューナ一、 V

C 画像変換回路基板、 S スタン ド、 1 0 液晶表示装置、 1 1、 2 1 1

液晶パネル、 1 2 バックライ ト装置、 1 3 ベゼル、 2 2 、 2 2 2 シ

ャ一シ、 2 2 a 、 2 2 2 a 底板、 2 3 、 2 2 3 光学シ一 卜、 2 4 、 1 2

4 、 2 2 4 ... L E D、 2 5 、 2 2 5 ... L E D基板、 2 6 : フ レーム、 2 7 、

1 2 7 、 2 2 7 拡散 レンズ、 2 9 、 1 2 9 、 2 2 9 第 1反射シ一 卜、 3

0 、 1 3 0 、 2 3 0 第 2 反射シ一 卜、 3 0 b 、 1 3 0 b 、 2 3 O b 折 り



請求の範囲

板状部 と、該板状部の端縁か ら該板状部の一方の面側 に立ち上がる

側板部 と、 を有 し、該板状部の一方の面側が出光部 とされたシャーシ

と、

前記板状部の前記一方の面上 に配 された光源基板 と、

前記光源基板の前記出光部側 に向け られた板面上 に前記出光部側 を

光出射側 と して配 された複数の光源 と、

複数の前記光源の光出射側 を覆 うと共 に、前記光源か らの光 を拡散

する複数の拡散 レンズと、

前記板状部の前記一方の面上及び前記光源基板上 に敷設 され、前記

光源 と重畳する部位 に前記光源が揷通 される光源揷通孔が設 け られた

第 1 反射シ一 卜と、

前記側板部の立ち上がる側 に凸状 に配 され、 その端縁が前記第 1 反

射シ一 卜と複数の前記拡散 レンズとの間に収容 されて前記拡散 レンズ

と当接するとともに前記第 1 反射シ一 卜と当接することで、前記第 1

反射シ一 卜上で保持 された第 2 反射シ一 卜と、

を備 えることを特徴 とする照明装置。

前記第 2 反射シー 卜は、前記側板部の立ち上がる側 に弾性復帰可能

な状態で配 され、 その対辺 を構成する一対の端縁の各 々が前記第 1 反

射シ一 卜と複数の前記拡散 レンズとの間に収容 されて前記拡散 レンズ

と弾性的に当接することでその反発力によ り前記第 1 反射シ一 卜を前

記板状部側 に付勢することを特徴 とする請求項 1 に記載の照明装置。

前記第 2 反射シー 卜は、前記対辺 を構成する一対の端縁の間に該端

縁 に沿 って設 け られた折 り目を有するとともに、断面視 山型 となるよ

うに前記折 り目に沿 つて山折 りに折 り曲げ られていることを特徴 とす

る請求項 1 又は請求項 2 に記載の照明装置。

前記折 り目は前記対辺 を構成する一対の端縁の中央線 に沿 って設 け

られていることを特徴 とする請求項 3 に記載の照明装置。



前記第 2 反射シ一 卜は、少な くとも 4 つ以上の前記拡散 レンズに跨

つて配 されていることを特徴 とする請求項 1 か ら請求項 4 のいずれか

1 項 に記載の照明装置。

前記光源基板上 に前記拡散 レンズを支持する支持足が設 け られ、

前記第 2 反射シ一 卜の前記対辺 を構成する一対の端縁 に切 り欠 きが

設 け られていることを特徴 とする請求項 1 か ら請求項 5 のいずれか 1

項 に記載の照明装置。

前記切 り欠 きは、複数の前記拡散 レンズを支持する複数の前記支持

足が前記第 1 反射シ一 卜の面 に沿 った方向においてそれぞれ係止され

るような大 きさとされていることを特徴 とする請求項 6 に記載の照明

装置。

前記第 2 反射シ一 卜は、複数の前記拡散 レンズに跨 って等間隔で配

されていることを特徴 とする請求項 1 か ら請求項 7 のいずれか 1 項 に

記載の照明装置。

前記板状部 を平面視 した ときに前記光源がマ 卜リクス状 に位置する

ように前記光源及び前記光源基板が配 されていることを特徴 とする請

求項 8 に記載の照明装置。

前記第 2 反射シ一 卜は、前記側板部の立ち上がる側 に向け られた面

が白色 とされていることを特徴 とする請求項 1 か ら請求項 9 のいずれ

か 1 項 に記載の照明装置。

請求項 1 か ら請求項 1 0 のいずれか 1 項 に記載の照明装置か らの光

を利用 して表示 を行 う表示パネル を備 えることを特徴 とする表示装置

前記表示 / くネルが液晶を用いた液晶パネルであることを特徴 とする

請求項 1 1 に記載の表示装置。

請求項 1 1 又 は請求項 1 2 に記載の表示装置 を備 えることを特徴 と

するテ レビ受信装置。
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